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──はじめに
ヨーロッパ統合は、「人・物・資本・サービスの移動の自由」を基本理念としてこれまで進
められてきた。しかし、特に「人の移動の自由」をめぐって、欧州連合（EU）は近年さま
ざまな困難に直面するようになっている。例えば、アラブの春やシリア内戦をきっかけと
して、EU 域外から大勢の移民１）や難民が押し寄せるようになったことで、多くの国で排
斥運動や警戒心の高まりがみられるようになっている。シリア難民を積極的に受け入れる
方針を政府が示していたドイツでも、国内でそうした姿勢に批判が高まり、右派政党が支
持を集めていったことで、政府は難民や移民の流入に対してより厳しい態度で臨まざるを
得なくなっている。イギリスでは、2016 年 6 月の国民投票で多くの外国人労働者を受け入
れていることが大きな争点となり、EU 離脱の道が選ばれる一因になったとされる。「壮大な
実験」を進めてきた EU は、大きな試練の時を迎えている。
こうした状況が報道で大きくとりあげられたことで、EU と「人の移動の自由」をめぐる
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1 ── 統合ヨーロッパにおける共通移民政策の模索
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── おわりに
【要旨】「循環移民」は受け入れ国、送り出し国、そして移住労働者自身にとってメリット
のあるトリプル・ウィンの方策であるということが、近年、先進国を中心に語られるよう
になっている。本稿ではその実態についてみていくために、まず、EC/EU がどのように
して移動の自由の問題を統合ヨーロッパが共同体として扱うべき課題と考えるようになっ
ていったのかをとりあげる。次に、「循環移民」という概念をめぐってさまざまな定義があ
り、規制・管理を前提とするか否かなど、対立するとらえ方があることを示していく。そ
のうえで、モルドヴァという EU の域外国境に位置する国をとりあげ、その隣国の EU 加
盟国ルーマニアとの緊密な関係も考慮に入れながら、人々の移動の実態についてみてい
く。
問題は近年注目を集めるようになった。しかし、EU はそれ以前からも、域内における移
動の自由や域外から流入する移民の問題に直面してきた。
本稿では、統合ヨーロッパが共通移民政策を模索するに至る過程を振り返るとともに、
特に近年先進国を中心に推奨されている循環移民（Circular Migration）政策についてとりあげ
る。事例としては、EU が東方へ拡大したことで EU 加盟国と国境を接するようになったモ
ルドヴァをとりあげて論じていきたい。
1 ── 統合ヨーロッパにおける共通移民政策の模索
移民政策は、もともと各加盟国の主権の及ぶ範囲であるため、統合が進むヨーロッパに
おいても、当初は欧州諸共同体（EC）や EU の権限領域ではなかった。実際、1993 年 11
月に発効したマーストリヒト条約（ヨーロッパ連合条約）においても、査証に関わる政策は
第一の柱（排他的・超国家的権限関連）に含められたが、国境管理や移民政策に関しては、第
三の柱（司法・内務協力）の領域における政府間協力にとどめられた。
しかし、東西冷戦終結後、ソ連の影響下にあった東欧諸国が民主化の過程を経て EC/EU
加盟を目指すようになり、またユーゴスラヴィアの解体やコソヴォ紛争などで混乱が生じ
るなかで、次第に変化がみられるようになった。紛争地域から逃れてくる難民や移民が増
えることへの懸念がひろがり、対応を迫られたからである。移民政策はより細かく分類す
ると、二つの側面、すなわち国境を越えた人の移動をいかに管理するかという「入国管理
政策」と、域外からやってきた人々をどのようにヨーロッパ社会に統合していくかという
「社会統合政策」が挙げられるが、このうち「入国管理政策」に関しては、ヨーロッパレベ
ルでの政策の共通化が模索されるようになり、その決定が各加盟国の政策へ影響をおよぼ
すように、即ち「ヨーロッパ化」２）がみられるようになっていった（正躰 2013）。
移民や難民問題への対処だけでなく、市場統合が進められるなかで、労働力の自由移動
も重要な課題となっていったという流れもある。1970 年代には、石油ショックのあおりを
受けて、家族統合などを除き、移民の新規受け入れを停止していた西欧諸国であるが、EC
の市場統合を進めていく過程で３）、物・資本・サービスだけでなく、人の自由移動を保障す
ることや治安維持、域外国境の管理の問題等も考えていく必要性に迫られたのである。そ
うしたなか、労働力に限らず、非加盟国出身者（第三国民）の自由移動の可能性も一部の国
の間で追求されるようになった。
しかし、当時入国管理政策は各国の主権の領域に属するという認識が強く、国境での検
問をなくすことに対しての抵抗も非常に強かった。フランスのミッテラン大統領と西ドイ
ツのコール首相は、フランスのストラスブール市と西ドイツのケール市の間にかかるヨー
ロッパ橋で、国境での検問が理由でおきるひどい渋滞を目の当たりにしたことで、そうし
た状況を変えようという強い意志を表明し、ヨーロッパ橋に限定して検問を廃止するよう
はたらきかけたものの、なかなか支持を得ることはできなかったという（Goebbels 2010）。
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ミッテラン大統領は、1984 年 6 月にフランスが議長国として開催したフォンテーヌブロ
・ーサミットで域内国境での検問手続きの段階的撤廃を提案したが、イギリスの強い反対に
あった。独仏間では 1984 年 7 月 13 日にザールブリュッケンで協定が締結され、検問の簡
素化と段階的廃止が合意されたが、EC レベルでの実現は困難であった。そうしたなか、既
に域内国境での検問の簡素化を実現していたベネルクス三国の首脳がフランスとドイツに
5 ヶ国ではじめるよう促したことで、ようやく事態は動くこととなった。折よくルクセン
ブルクが EC の議長国となり、実現に向けてイニシアティブをとったことで、1985 年 6 月
にフランス、西ドイツ、ベルギー、オランダ、ルクセンブルクの 5 ヶ国の間で、域内国境
の段階的撤廃をめざす合意文書が調印されたのである（Goebbels 2010, Chocheyras 1991）。そ
の場所として選ばれたのが、ルクセンブルクと西ドイツ、フランスの三国の国境が交わる
ルクセンブルクの小さな村シェンゲンであった。「シェンゲン協定」の署名は、モーゼル川
に停泊したプランセス・マリー・アストリッド号の船上で行われた。
しかし当時、この協定が象徴的な意味合いを持つものとして喧伝された訳ではなかっ
た。実際の交渉を担い、文書に署名したのが各国とも外務大臣ではなく、閣外相や次官ク
ラスであったことが、慎重で懐疑的な姿勢を物語っている（Goebbels 2010）。当時フランス
代表として交渉を担当したラリュミエール欧州担当閣外相は、国内では内務省や経済・財務
省の抵抗が非常に強かったことを証言している（Lalumière et al. 2006）。そして、フランス代
表は批准を条件として、またオランダ代表は承認を条件として署名している。
この制度が当初は統合ヨーロッパの枠外で発足したことも、さまざまな利害関係のぶつ
かりあいがあったことを示している。シェンゲン協定では、域内の出入国管理の廃止と域
外国境の共通管理に向けて、すぐに実施できる短期的な取り組みと、より準備が必要な長
期的な取り組みが示された。後者に関しての具体的な方策については、さまざまな交渉を
経て 1990 年の「シェンゲン施行協定」において定められ、1995 年 3 月に実施されること
になった。
1993 年発効のマーストリヒト条約では、「EU 市民権」が導入され、EU 加盟国の国民は
「EU 市民」として位置づけられることとなった。これにより、EU 市民は労働者として受
け入れ加盟国の国民と同じ待遇で働けるだけでなく、全般的に域内を自由に移動する権利
が保障されるようになった。
その後、EU は 1997 年のアムステルダム条約（発効は 1999 年）で初めて域外国境管理
（滞在資格をもたない者への対応や犯罪の防止、有効な取り締まりなど）や移民・難民に関する政
策等で協調することを定め、「自由・安全・司法の領域」（area of freedom, security and justice）の
実現を目標として掲げるようになった。そして、シェンゲン協定（1985 年と 1990 年の 2 つ
の協定）は、上述のように EC/EU とは別の枠組みで策定されたものだったが、関連法規と
ともに、「シェンゲン・アキ」として EU の改正基本条約であるアムステルダム条約の附属議
定書に組み入れられた４）。すなわち、「人の移動の自由」が EU の法体系に組み込まれ、当該
領域は政府間協力を主とする政策領域から、共同体の権限が及ぶ領域へと移行することに
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なったのである。なお、シェンゲン協定には、EU 加盟国でない国（アイスランド、ノルウ
ェー、スイス、リヒテンシュタイン）も参加しており、2018 年現在、シェンゲン圏を構成し
ているのはあわせて 26 ヶ国となっている５）。
当初は労働力としての人の移動の自由に焦点を当てていた EC であるが、このように、
次第に労働力以外の、そして加盟国出身者以外の第三国民の移動の自由の問題も重要な課
題となり、EC/EU の枠外で超国家的な国境管理政策を整えていったシェンゲン協定を EU
がその法体系に取り込んでいくことで、伝統的に主権国家の専権と考えられていた国境管
理の分野においても政策の共通化が追求されるようになったのである６）。
EU は、「自由・安全・司法の領域」を実現すべく、1999 年にフィンランドのタンペレで開
催された欧州理事会で、「タンペレ・プログラム」を採択した。これは、共通移民政策を構築
していくことが公式に示されたもので、EU にとって大きな転換点となったと考えられて
いる（和喜多 2009）。
2 ── 循環移民
このように、人の移動の自由、そして国境管理の問題を共同体として扱うべき課題と考
えるようになった EU が、域外の周辺国から流入する移民をめぐり、近年推進しようとし
ているのが循環移民政策である。
「循環移民」は、2005 年に「国際的移住問題に関する世界委員会」（Global Commission on
International Migration : GCIM）が人の移動を流動性のある、循環的なものにすることを積極的
に追求しようという提案をしたことで注目されるようになり（GCIM 2005）、各所で流行語
のように使われるようになった。EU も同じ年に欧州委員会が「循環移民」を奨励する政
策提言をしており（European Commission 2005a）、2007 年には「EU と第三国との間の循環移
民とモビリティ・パートナーシップ」についてのコミュニケーション（政策文書）を発表し
ている（European Commission 2007）。
こうした動きの背景には、一方では先進諸国において少子化・高齢化が進み、労働力不足
の問題が解決しなければならない喫緊の課題として認識されるようになったことがあり、
他方では、近年テロが世界各地で頻発するようになったこともあり、安全保障の問題や移
民の社会的統合の問題が人々の強い関心を集めるようになっていることがある。「循環移民」
政策は、そうしたなかでひとつの解決策として模索されるようになっている。EU では、
域外の第三国民に域内で合法的に働く機会をより開くことで、人手不足を補うとともに、
非正規滞在者を減らすことができ、社会統合の問題も軽減することができる方法であると
考えられているのである。
他方で、循環移民は送り出し国にとっても、送金による経済発展への貢献が期待でき、
人口の流出に歯止めをかけ、「頭脳流出」を防ぎ、「頭脳循環」を生み出すことができるメリ
ットのあるものとして喧伝されている。非加盟国出身の第三国民の主たる居住地が EU 域
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外である場合には、その権利を保障し、帰国後の支援等を充実させることで、意義のある
制度となると考えられ、また第三国出身者が既に EU 域内に居住している場合でも、出身
国に一時的に戻って事業などを展開する機会が与えられれば開発に役立つとして、制度化
が推進されたのである（European Commission 2007）。
「循環移民」自体は、実はこうした制度化の試み以前からみられた現象であり、新しいも
のではないことが指摘されている（Triandafyllidou 2013、Ganta 2012）。しかし、循環移民は国
境を越えた人の移動を効果的に規制し、送り出し国、受け入れ国、そして移民自身にとっ
て互恵的なものにすることができる、トリプル・ウィンの方法であるとして、近年、制度化
が推進されているのである。
ところで、「循環移民」とは正確にはどのような状況を指すのだろうか。各所で使われて
いる用語であるものの（GCIM 2005, Dayton-Johnson et al. 2007, Vertovec 2007 等）、実は明確な定
義を欠いた状態で使われてきたことが指摘されている（Triandafyllidou 2013、Ganta 2012, Ged-
des 2015）。
まず問題となるのが、循環移民が規制を前提として成り立つものなのかどうかである。
GCIM や国際移住機関（IOM）、そして EU では、規制を前提とした政策を推し進めようと
している（GCIM 2005、IOM 2005、European Commission 2005a）。欧州委員会は 2005 年に「移
民と開発」の問題をとりあげた文書（COM (2005) 390 final）のなかで一時的移民についてと
りあげているが、循環移民を後押しする政策を推し進めるべきであり、そのためには、既
に一時的移民として働いた経験のある者で、契約期間終了後に出身国に帰国した者が優先
的に戻って仕事ができるようにすることなど、このシステムに参加する移民には相応の特
典を与えることを推奨している（European Commission 2005a : 7）。したがって、EU は同じ人
が短期の国境を越えた移動を繰り返すケースを想定して、循環移民政策を推し進めようと
しているのである。それは、移民の定住を避けながら、その労働力を活用しようという政
策といえるだろう。
これに対し、オランダの人文地理学者アネリース・ズーマースは、循環移民とは、移民が
自由に往来できることであるのに対し、一時的移民や契約移民などは多かれ少なかれ強制
され、管理されたかたちの一時的居住となると述べている（Bieckmann & Roeland 2007）。す
なわち、循環移民を管理しようとすること自体が矛盾したことであり、管理しようとすれ
ばそれは一時的移民となってしまうことが指摘されている（Skeldon 2010: 3）。地域統合など
で国境の壁が限りなく低くなっている、EU や北欧協力のような枠組みにおける自由移動
の可能性こそが、「事実上の循環移民」（de facto circular migration）を生じさせると考えられてい
る（Newland et al. 2008）。そして、それは労働を目的とした移動だけでなく、社会的、文化
的な分野でもみられる現象であるととらえている。しかし、当の EU は、上記でみたよう
にこれとは異なる見解を示している（Triandafyllidou 2013: 6）。
後者の立場ではこのように、一時的移民と循環移民は区別されて使われている。ニュー
ランド等は、循環移民の場合は一時的移民と異なり、移民は受け入れ国、送り出し国の双
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方でかかわりを持ち続け、雇用機会だけでなく、家族との絆や教育の機会等を理由に移動
を繰り返すとしている（Newland et al. 2008）。スケルドンも、循環移民の場合には、移民は
受け入れ国だけでなく、送り出し／帰国先国の双方に帰属する、二重のローカリティを備
えた存在であるとの見解を示している。ただし、第一世代は頻繁に往来しても、第二世代
はどちらかの国に定住する傾向があり、循環移民が継続する訳ではないという（Skeldon
2010）。
一時的移民は時間的に限定されている（長さはさまざまであっても）のに対し、循環移民
は入国と再入国の可能性を生み出すものであるという説明もみうけられる（Geddes 2015）。
このように、両者を区別して使用する場合もあるが、ふたつの用語が明確な区別なく並
列して使われていることも多い（GCIM 2005, Dayton-Johnson et al. 2007）。「一時的／循環」（tem-
porary/circular）という用語が、「同じ現象を指すふたつの異なる用語なのか、異なる社会的、
経済的現実を指し示しているのか」（Triandafyllidou 2013: 4）、明確にされないまま使用される
のである。
循環移民が季節労働と明確に区別されることなく使われていることもある。しかし、ニ
ューランド等は、農業や観光の分野で季節労働に従事するために繰り返される移動と、も
ともとは１、2 年の契約ではたらいて帰国した後に、生活していくために再び外国にはた
らきに行くことで結果的に循環移民のかたちとなるのでは異なるとして、両者を区別して
いる（Newland et al. 2008）。
循環移民の定義をめぐっては、正規滞在のみを対象とするのか、非正規滞在の問題も含
めてとらえていく必要があるのか、また滞在期間の長短についても見解は分かれている。
たとえば、IOM の定義では、「循環移民」は受け入れ国と送り出し国との間での複数回の往
来を前提としているが、移動は一時的なものに限らず、より長期的な滞在も想定されてい
る。そして、正規滞在か非正規滞在かは問われていない。これに対して EU は、合法的に
二国間を複数回往復するような移動のかたちを想定している（European Commission 2007）。
トリアンダフィリドゥは、さまざまな研究をレビューした上で、循環移民を「経済的な
理由により繰り返し行われる、一時的な国境を越えた移動」としてとらえている。そし
て、この定義をベースに、正規／非正規、スキルや学歴、滞在期間、拠点がどこにあるの
かといったことの影響を分析していく必要があるとしている（Triandafyllidou 2013: 13）。
このように、「循環移民」という用語が定まった定義がないまま使用されてきていること
が、その実態をとらえるのをさらに難しくしてきたともいえるだろう。ここでは、多様な
理解が存在することを示すとともに、EU が推し進めようとしている政策においては、「循環
移民」は、二国間を合法的に行き来するような移動のかたちを想定して使用されているこ
と、またその対象と考えられているのは既に EU に居住している非加盟国の第三国民と、
現在非加盟の第三国に居住しているがこれから移動することを計画している者であること
を確認しておきたい（European Commission 2007）。
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3 ──モルドヴァの事例にみる移住労働の実態
次に、EU が近年、域外の近隣諸国と進めている移民政策とその実態について、具体的な
事例を通してみていくことにしよう。ここでは、2007 年 1 月 1 日にルーマニアが EU への
加盟を果たしたことで、EU と国境を接することになったモルドヴァをとりあげることに
したい。
EU は上述の 2007 年の「EU と第三国との間の循環移民とモビリティ・パートナーシッ
プ」についてのコミュニケーションにおいて、非加盟近隣諸国が合法的な移民の送り出し
に務め、EU から本国に帰還させられる非正規滞在者や無国籍者を受け入れ、帰国者の支
援策に力を入れ、国境管理の厳格化に協力する等した場合、「モビリティ・パートナーシッ
プ」を結び、当該国出身者の合法的な移動を容易にする手段を講じることや、資金面、技
術面での支援を積極的に行っていくことを打ち出している（European Commission 2007）。
モルドヴァはそうして 2007 年 10 月に EU と非正規滞在者の「再入国協定」を、そして
EU はモルドヴァとビザ簡素化協定を締結した（共に 2008 年 1 月 1 日より施行）。
モルドヴァは 2008 年 6 月 5 日にはルクセンブルクで「モビリティ・パートナーシップ」
を欧州近隣政策７）の一環として結び、欧州共同体（European Community）に加えて 15 ヶ国か
ら具体的な支援（技術協力、研修機会の提供、情報交換、セミナーの開催、帰国者のサポート
等）を受けることになった８）（Council of the European Union 2008）。イタリアとは、2011 年 10
月に労働力の移動に関する二国間協定を結び９）、たとえば出発前に無料のイタリア語研修
を受けられる枠を設けて 10）、試験に合格した者が優先的にイタリアに一定期間はたらきに
行けるようにしたり、求人情報の提供を受けるなどして、合法的なかたちでの移動と循環
移民の促進が目指された。
2014 年 4 月 28 日からは IC（バイオメトリック）パスポート所持者は短期滞在（180 日の
間に 90 日以下の滞在）であればシェンゲン圏にビザなしで渡航することができるようにな
り、人の移動の自由は大きく前進することとなった。そして、2014 年 6 月 27 日には、自
由貿易協定を含む EU とモルドヴァの連合協定が調印されている。
こうして、EU は域外近隣諸国とパートナーシップ協定を結ぶことで、EU 基準を近隣諸
国にも浸透させようとはたらきかけ、また人の移動を管理しようとする政策を展開してき
た。一度移住した人は出身国に戻らないと考えるのではなく、より往来が容易になるよう
な政策を進めてきたのである。そのために、送り出し国に戻る人々が職をみつけやすいよ
うな環境を整えるよう促し、多額の財政支援や経済社会開発の協力を行った 11）。そして同
一人物が合法的に短期滞在を繰り返す場合には、次の移動を容易にしようとした。他方
で、オーバーステイの人々に関しては、強制退去の協定を結ぶなど、より厳しい態度で臨
む姿勢をみせている（Council of the European Union 2008）。
では、実際に人々はこうした政策に従うかたちで行動しているのか、以下でみていきたい。
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モルドヴァは、欧州の最貧国として知られ、2015 年の一人当たり国民総所得（GNI）は
2690 US ドルに過ぎない（World Bank 2017a）。このような経済的状況を脱するために、（より
よい）就業の機会を求めて他国に移民する者は多く、人口の 2 割以上が国外で就労してい
るとされている（Ganta 2012, Marchetti & Venturini 2013）。2013 年の出移民数は、世銀の統計
によれば 85 万 9400 人、人口に占める割合は 24.2％に上るという（World Bank 2016b）。外
国からの送金がモルドヴァの GDP に占める割合は 2 割程度と推計されており、近年低下
傾向にはあるものの、依然として非常に高い割合を占めていることが分かる（表 1 参照）。
では、モルドヴァ人は、どこにはたらきに行っているのだろうか。統計によれば、最も
多いのがロシア（2011 年は 20 万人以上）、次いでイタリア（同 5 万 8000 人強）となっている
（表 2）。イタリア語は、モルドヴァ人にとってはルーマニア語と同じロマンス諸語に属するこ
とから、修得しやすい言語となっており、その意味で選びやすい目的地といえるだろう。
その一方で、実はモルドヴァでは歴史的経緯からロシア語も広く使用されている（Auroi
et al. 2014）。ロシアにはたらきに行くに際しても、ことばの壁が低いのである。ロシアには
たらきに行くことを選ぶ要因としては他にもビザが必要でないこと（3 ヶ月以内の滞在が可
能 12）。条件によっては 1 年、また高度人材は３年まで）や旅費が安く済むということもあげら
れる（Ganta 2012）。
どのような人々が東（主にロシア）に移動することを選ぶのかをみてみると、男性
（56.2%）が多く、学歴は中程度（58.4%が中等教育修了者）であるという。従事しているのは
主に建設業（68％）で、短期間、一時的な季節労働に就く者、出身国との間を頻繁に往復
している者が多いとの調査結果がある（MPC Team
2013、Ganta 2012）。
では、イタリアではたらくことを選択している
のはどういった人々なのだろうか。調査結果によ
ると、西側にはたらきに行くのは、女性が多く、
学歴も比較的高いという。しかし、受け入れ国で
はその学歴を活かせていることは少なく、当初は
家事・介護労働に従事するケースが多くなってい
る（中力 2017、MPC Team 2013）。
受け入れ国であるイタリア側の統計からみてみ
ると、イタリアの外国人人口の割合はここ 10 年
程の間に全体で 2 倍になっているが、そのなかで
ルーマニア人やモルドヴァ人の人口はことさら増
えている。具体的には、2003 年にはヨーロッパ
出身者のなかでのモルドヴァ人の数は上から 17
番目であったのが、近年では上から 4 番目となっ
ている。外国人人口に占める割合は 3％程度であ
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年 ％（推計）
2014                                         26.2
2015                                         26
2016                                         21.7
2017                                         20
表1　モルドヴァのGDPに占める外国からの送金の割合
出典：World Bank 2016a, World Bank 2016b, World Bank
2017b, World Bank 2018のデータをもとに筆者作成。
行き先 2006年 2011年
ロシア 192.5 204.8
イタリア 54.7 58.4
トルコ 12.4 7.4
イスラエル 3.4 6.4
ウクライナ 8.3 5.1
ポルトガル 9.6 4.4
ギリシャ 6.1 2.4
ルーマニア 4.5 2.4
その他の国 18.6 25.6
合計 310.1 316.9
表2　国外ではたらくモルドヴァ人の行き先別
推移 （単位1000人）
Source: LFS-Moldova
出典：Ganta 2012をもとに筆者作成。
るが、その数は 2003 年から 2016 年の間に約 20 倍も増えている（6974 人だったのが、14
万 2266 人に）。そして、その大半が女性であるというのも特徴として確かめられている（中
力 2017）。
ルーマニア人はといえば、2007 年まではヨーロッパ出身者のなかで 2 番目に、EU 加盟
を果たしてからは 1 番多くなっている。人数をみてみると、2007 年 1 月には 34 万 2200
人、翌年には 62 万 5278 人と 1 年で 1.8 倍も増えていることがわかる。2016 年 1 月には、
合計で 115 万 1395 人、外国人人口に占める割合も 22.91%と存在感を示すようになってい
る。男女比を見てみると、ルーマニア出身者においても、女性の割合が高くなっている
（中力 2017）。
実は、ルーマニア出身者としてカウントされている人のなかには、モルドヴァ出身者も
含まれることに留意しなければいけない。というのは、ルーマニア国籍を取得したモルド
ヴァ人も非常に多いからである。両国は歴史的、文化的なつながりが強く、モルドヴァで
使用されている言語も言語学的にはルーマニアで使用されているのと同じルーマニア語で
ある 13）。そうしたなか、ルーマニアのソロス財団によれば、1991 年から 2012 年までの間
に 44 万 9783 件のルーマニア国籍を取得するための申請が行われ、そのうち認められたの
が当時既に 32 万 3049 件に上り、残りの 12 万 5000 件余りは回答待ちの状態となっていた
（Panainte 2013: 18）。未成年の子供は大人と一緒に申請することになっているため正確な人数
はわからないが、1991 年以降、合わせて 40 万人程度がルーマニア国籍を取得したと推計
されている。15 万人程度の申請済みの人々がさらに国籍を取得する（Panainte 2013: 18）と
の見込みが示されていたため、あわせて 55 万人以上、すなわち総人口の 6 人に 1 人程度
のモルドヴァ人がルーマニア国籍を取得したことになる 14）。
現在ではこうした動きに一時の勢いはないが、ルーマニアの国籍取得がモルドヴァの
人々が外国に移民するためのひとつの重要な手段になっていることがわかる。というの
も、ルーマニア国籍を取得することは、すなわち EU 加盟国の国籍が得られるということ
を意味するからである。ただし、ルーマニアは、歴史的、言語的なつながりがある隣国で
あるが、多くの国籍取得者にとって目指す地とはなっていない。ルーマニアは EU 加盟国
ではあるものの、EU28 のなかではブルガリアに次いで二番目に貧しい国だからである。
ルーマニアの 2015 年の一人当たり GNI は 9510 US ドル（世銀）で、「貧困または社会的排
除の危機にさらされている人」（当該国の等価可処分所得の中央値の 60%以下の収入しかない個
人やその世帯）は近年減少してきているものの、2014 年の統計で EU 平均が 24.5%である
のに対し、ルーマニアは 40.2％に上っている（Eurostat 2016）。
では、こうして外国にはたらきに出たモルドヴァの人々のなかで、循環移民とみられる
人々はどのくらいにのぼるのだろうか。先行研究では、上述した IOM の定義にもとづいた
試算で、2010 年には全体で 14 万人程度と示されている。そのうち、イタリアにいる者が
1 万 8000 人、ロシアにいる者が 10 万 1000 人、その他の 38 ヶ国にいるのが 2 万 1000 人
とみられている（Ganta 2012）。
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ロシアとの間の往来の方が盛んであるのが分かるが、その要因としては国家間で移住労
働を容易にする政策がみられ、男性の季節労働が多くみられること、ことばの壁がないこ
と、モルドヴァ人のネットワークが既にできあがっていること、旅費が比較的安価である
ことなどがあげられている（Ganta 2012）。逆に、イタリアをはじめとしたヨーロッパに向
かう女性たちは、旅費が比較的高いことや就労許可を持たないで滞在している人も多いこ
とから、あまり頻繁に往来できないと説明される（Ganta 2012）。
別の調査では、EU 諸国での長期滞在者のうち、将来帰国する意思はないとする者の割合
は、2009 年に 15％だったのが 2012 年には 29％へと増加し、帰国する意思があるとする
者の割合も、2009 年に 72％だったのが、54％へと落ち込んでいるという（Zwager & Sintov
2014: 58）。独立国家共同体（CIS）での長期滞在者についても同じような傾向はみられるも
のの、2009 年と 2012 年をくらべると、帰国する意思がない者は 17％から 20％への上昇、
また帰国する意思があるとする者は 69％から 65％への減少にとどまっており、EU 諸国へ
移民した人々の方が、定住志向が強いことがわかる（Zwager & Sintov 2014: 58）。
また、帰るつもりはないとした人々のうち、18 歳から 29 歳の若者が 31％、45 歳から
65 歳の年齢層で 17％であり、生産年齢人口にあたる者、特に若者の帰国の意思が低いこ
とがわかる。モルドヴァからの移民は、2013 年の統計で 18 歳から 29 歳が 29.5％、30 歳
から 44 歳が 38.7％、45 歳から 64 歳が 27.5％と、18 歳から 44 歳が全体の 69％を占めて
いるのも特徴的である（Zwager & Sintov 2014: 39）。
EU 諸国等ではたらく者のモルドヴァでの不動産所有率も、2009 年の 70％から 2012 年
には 60％へと減少しているという（Zwager & Sintov 2014: 60）。将来、モルドヴァで不動産を
所有したいという人も、2009 年の 49％から 2012 年には 34%へと減少しており、逆に受け
入れ国で所有したいという人は 11％から 16％へ
と増加しているという（Zwager & Sintov 2014: 61）。
外国に長期滞在した後に実際に帰国し、再び国
外にはたらきにでる意思がないとした者の割合を
みてみると（表 3）、イスラエル（41％）やギリシャ
（19％）、アイルランド（18％）、キプロス（17％）、
ウクライナ（16％）など比較的高いところもある
が、イギリス（4％）やフランス（6％）、イタリア
（7％）で暮らす人々では、低い数字となっている
ことがわかる。高い数字を示した国々の場合は、
金融危機の影響や政情不安を反映した結果だとい
えるだろう。それに対し、低い数字を示している
国々の場合は、循環移民を志向するというよりも
経済的な格差が大きいなか、やはり受け入れ国へ
の定住志向が強いことがうかがえる。
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移住先
イギリス 4%
フランス 6%
イタリア 7%
ロシア 9%
スペイン 10%
ポルトガル 12%
チェコ 14%
トルコ 14%
ルーマニア 14%
米国 15%
ウクライナ 16%
キプロス 17%
アイルランド 18%
ギリシャ 19%
イスラエル 41%
表3　長期滞在者のうち、モルドヴァに帰国して再び国外にはたらきに出る意思がない者の割合（1992年～2013年に帰国した者）
Source: Household Survey 2013
出典：Zwager & Sintov 2014 : 57をもとに筆者作成
国勢調査の結果をみても、モルドヴァの人口が減少傾向にあることが明らかとなってい
る。その人口は 1989 年には 365 万 7665 人にのぼっていたのが、2004 年には 338 万 3332
人（-7.5%）、そして 2014 年には 299 万 8235 人（-11.4%）と減少を続けている（World Bank
2017a、NBS 2017）15）。生活を改善するために外国に移民し、帰国する意思がない者が多数
いること、またその影響もあり出生率が低下していることを反映した状況であるといえる
だろう。そして、OECD 諸国へ移民している者の学歴に着目してみると、高等教育を受け
ている者の割合は 2011 年が全体で 30.8％、女性の場合には 31.9％と高く、頭脳流出も懸
念される状況にあることがわかる（World Bank 2016b）16）。
──おわりに
「循環移民」はトリプル・ウィンの方策であるということが、近年、先進国を中心に言わ
れるようになっている。その実態について考えていくうえで、本論文ではまず、EC/EU に
おいてどのように移動の自由の問題が各国民国家の専権事項から統合ヨーロッパが共同体
として扱うべき課題となっていったのかを振り返った。次に、「循環移民」という概念をめ
ぐり定義がさまざまあり、規制・管理を前提とするか否かなど、対立するとらえ方があるこ
とも示した。そのうえで、モルドヴァという EU と国境を接する国をとりあげ、人々の移
動の実態についてみてきた。
国家の視点に立つならば、循環移民は送り出し国にとっては人の往来や投資が増えるこ
とを意味し、交通機関の発達や貿易の活発化、経済にとってプラスの効果をもたらし、ま
た頭脳流出の回避につながることが期待できるとされている。そして、受け入れ国である
EU にとっては第三国の労働力を活用しながら、定住に伴う社会統合の問題への懸念を回
避することができる方策であるとうつっている。しかし、モルドヴァの経済状況はいまな
お厳しく、政府が帰国や投資を奨励するための支援を表明しても、モルドヴァで事業を起
こそうという若い人はあまりいない。
すなわち、EU が追い求めているような規制と管理を強めるなかで成立する循環移民政策
は、経済的格差の大きい送り出し国側にとってはなかなか成立しづらく、頭脳流出や人口
減少を止められるものとはなっていない。移民や難民が急速に増えることに対して懸念す
る人々の声を抑えるために、そして社会統合の問題に正面から向き合わないで済むため
に、また景気の調整弁として使える可能性もあることから、先進国の事情が優先して進め
られている政策であるという声があがるのは必然でもある。
では、移住労働者自身にとってはどうであろうか。EU 加盟国（主としてイタリア）には
たらきに行くモルドヴァ人女性の場合、はじめから出身国に帰ることは念頭になく、家族
を呼び寄せることを考えていると指摘されている（Marchetti & Venturini 2013）。しかし、それ
は単に豊かな国への定住志向ではなく、規制・管理が強化される空間においての「移動の自
由」を獲得するためのひとつの手段ともいえるのではないだろうか。すなわち、受け入れ
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国の滞在資格や加盟国の国籍を得ていくことで、より有利な「資源としてのパスポート」
（陳他 2016: 26）を取得し、長期的にみた場合の「移動の自由」を獲得しているといえる。
短期的な移動を繰り返すのが循環移民であるとする考え方からすれば、長期滞在して移動
しないことは循環移民政策が進んでいないことを意味することになるが、管理されないな
かでこそ循環移民が成立するという考え方に沿うならば、その資源を中長期的に得るため
に、短期的な移動を繰り返すことを選択していないともいえるだろう。
他方で、女性たちが移住先でまず主としてケア労働に従事していることを考えるなら
ば、循環移民が簡単には成立し得ないこともわかる。たとえば高齢者のケアに従事してい
る場合、施設の利用と組み合わせるなど、循環移民を成立させる余地はあるものの、やは
り農業分野での季節労働などとは事情が異なってくる。イタリアではたらくウクライナ人
女性についての先行研究では、姉妹や同国出身者同士などが同じ雇用主のもと、交代でケ
ア労働に従事している場合もあることが報告されている。しかし、そうしたかたちが成立
するのは、ある程度の滞在期間を経た後であり、すぐにではないことが指摘されている
（Marchetti 2013）。それは、循環移民をする動機付けとさまざまな条件がそろわなければなら
ないからである。たとえば、ジョブ・シェアリングに理解のある雇用主をみつけること、対
人サービスであることから利用者自身の同意も必要なこと、仕事をシェアする相手も信頼
のおける人をみつけないといけないこと、また往来しながらはたらけるための合法的な滞
在と就労のための資格があることなどが条件としてあげられる。また、お金を稼ぐことよ
りもむしろ家族と一緒に時間を過ごしたい（共働きなどで一年を通してはたらかなくてもよい
程度の経済的余裕がある場合や、自身の子どもがいても既に成長して教育費などがかからなくな
っている場合など）という希望や、親のケアを担いたいといった動機付けがあることも、循
環移民が成立するためには必要であるという（Marchetti 2013）。しかし、循環移民で往来を
繰り返せば、家族とより多くの時間が過ごせるというメリットがあったとしても、老後に
年金がもらえないといった問題や、社会生活を築けないといった問題が生じることになる
という指摘もあり（Triandafyllidou 2013: 236）、労働者側にとっては多くの課題が残る方策と
もなっている。
循環移民政策と移住労働の複雑な現象をとらえていくためには、国家の視点からだけで
なく、移住労働者自身が展開している多様な戦略にも注目して、実証的な研究を蓄積して
いくことが重要である。
《注》
１）「移民」に関して定まった定義はないが、国際移住機関（IOM）は「当人の　⑴法的地位、⑵移動が
自発的か非自発的か、⑶移動の理由、⑷滞在期間に関わらず、本来の居住地を離れて、国境を越え
るか、一国内で移動している、または移動したあらゆる人」としている。
２）「ヨーロッパ統合の政治的･経済的ダイナミクスが加盟国の政治や政策決定の組織的論理の一部になる
につれ、加盟国政治の方向性や形態を漸次再構築する過程」（正躰 2013 : 173, Ladrech 1994, 若林
2004）を指す。
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３）1984 年に欧州委員会が出した『域内市場白書』で方向性が示された後、1986 年に締結、1987 年に
発効した単一欧州議定書により、1993 年 1 月 1 日に域内国境を撤廃して単一市場を発足させること
が目標として掲げられた。
４）イギリスとアイルランドはオプトアウト（適用除外）が認められ、国境検査を維持した。
５）未参加は、ルーマニア、ブルガリア、キプロス、クロアチアの 4 ヶ国である。
６）ただし、「総論部分では EU で合意するが、実際の許可の可否を左右する各論部分は各国法に委ねられ
るのが特徴である」ため、「固有の移民政策を示す次元にまでは達していない」（中村 2016: 177）。
７）EU は域外近隣諸国とより安定的な協力関係を築くために、欧州近隣政策（European Neighborhood
Policy：ENP）の一環として、アゼルバイジャン、アルメニア、ウクライナ、グルジア、ベラルーシ、
モルドヴァの 6 ヶ国との間で「東方パートナーシップ」も結んでいる。
８）ブルガリア、キプロス、チェコ、フランス、ドイツ、ギリシャ、ハンガリー、イタリア、リトアニ
ア、ポーランド、ポルトガル、ルーマニア、スロバキア、スロベニア、スウェーデンの 15 ヶ国。た
だしモビリティ・パートナーシップでは、人の移動の促進も目指されてはいるものの、重点はいかに
それを管理するかにおかれているといえるだろう。
９）予算は 82200 ユーロ。
10）各研修の受講生は平均して 240 名ほどで、2013 年には 300 名にその機会が提供されると報告されて
いる（European Union-Republic of Moldova Mobility Partnership, 2013: 9）。
11）モルドヴァは、EU と東方パートナーシップを結んでいる 6 ヶ国のなかで、一番多く財政支援を受け
ている。
12）モルドヴァに戻ったと装うために、鉄道会社の従業員や国境警備隊にパスポートを預け、スタンプ
を押してもらう「サービス」を 4000 ルーブル（125 米ドル）程度と引き換えに受けている者もいる
という（Ganta 2012）。
13）その呼称は、政治的帰属の問題とも結びつきながら、モルドヴァ語とされたり、ルーマニア語とさ
れたりしている（中島・川村 2012）。ソ連時代には、呼称がモルドヴァ語（モルダヴィア語）とさ
れ、文字もキリル文字に変えられた。その後、公用語をラテン文字表記のルーマニア語に戻す運動
が展開された結果、1989 年 8 月 31 日の言語法でモルドヴァ語の表記はラテン文字に戻され、1991
年の独立宣言においては、公用語はルーマニア語とされた。しかし、1994 年 7 月 29 日に制定され
た憲法では、文字はラテン文字のままであったものの、公用語はモルドヴァ語とされた。そして
2013 年には、公用語は「ルーマニア語」であるとモルドヴァの憲法裁判所が規定し、今日に至って
いる（中力 2017）。
14）1991 年 3 月にルーマニアが新しい国籍法を採択し、両大戦間期にルーマニア国民であったものの、
その後国籍を喪失した者に対して国籍回復を認める条項を設けた。これを受け、モルドヴァ国籍を
放棄してルーマニア国籍を取得する者が急増した。そのため、2002 年に憲法第 18 条が改正されて
重国籍が容認されるようになった（中力 2017、MPC Team 2013）。2009 年にはモルドヴァ国民がル
ーマニア国籍を取得しようとする際の法制度が簡素化され、1940 年以前に当時のルーマニア領ベッ
サラビア（現在のモルドヴァ）に相当する地域に居住していた者の子孫に対しては、ルーマニア語
での面接等なしに国籍が与えられるようになった（中力 2017、中島・川村 2012）。ルーマニアが国籍
を与えた人数は、2010 年に 8 万 4000 人、2011 年には 9 万 4 千人、2012 年には 7 万 8 千人に上る
という（Zwager & Sintov 2014: 33）。
15）モルドヴァの統計には問題があると世銀などから指摘されているが、ここではより正確だとされる
国勢調査の結果を参照した。
16）この数字を近隣諸国と比べてみると、同じく 2011 年の OECD 諸国への出移民の内、高等教育を受
けた者の割合はウクライナ（全体で 39.6％、女性は 40.6％）がより高い数字を示しているものの、
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アルバニア（全体で 9.9％、女性は 11.2％）に比べると非常に高いことがわかる。
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